
事業者名  　佐渡ガス株式会社

円 円

72,195,204 10,892,841

67,875,763 8,242,841

19,116,242 2,650,000

45,440,507 29,266,220

2,545,904 8,171,779

583,124 3,235,473

189,986 6,085,852

72,800 1,867,016

4,246,641 257,714

2,000 1,237,562

4,244,641 2,130,946

6,279,878

240,226,194

59,095,263

4,207,496 40,159,061

70

 128,669 272,262,337

2,005,630 40,000,000

5,271,165 232,262,337

372,167 10,000,000

159,093,036 222,262,337

966,255 別 途 積 立 金 203,900,000

1,305,288 繰 越 利 益 剰 余 金 18,362,337

7,837,155

△ 56,000

272,262,337

312,421,398 312,421,398

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

純 資 産 合 計

附 帯 事 業 流 動 負 債

純 資 産 の 部

原 料

預 り 金

前 払 費 用

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

関 係 会 社 短 期 債 権

利 益 準 備 金

出 資 金

製 品

附 帯 事 業 流 動 資 産

負 債 合 計売 掛 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 本 金

未 収 入 金

未 払 法 人 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産

未 払 費 用

関 係 会 社 短 期 債 務

賞 与 引 当 金

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

利 益 剰 余 金

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

製 造 設 備 そ の 他 固 定 負 債

供 給 設 備 流 動 負 債

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

買 掛 金

附 帯 事 業 設 備

業 務 設 備

貸     借     対     照     表

2022年12月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債



事業者名　　佐渡ガス株式会社

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

ｲ） 有価証券

ﾛ） たな卸資産

（2） 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　定率法によっております。

（3） 引当金の計上基準
ｲ） 貸倒引当金

ﾛ） 退職給付引当金

ﾊ） 賞与引当金

（4） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 

2．貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 493,995,528 円

（2） 関係会社に対する金銭債権及び債務
ｲ） 短期金銭債権 160,059,291 円
ﾛ） 短期金銭債務 1,237,562 円

3．税効果会計に関する注記
退職給付引当金 2,810,808 円
役員退職慰労引当金 903,650
賞与引当金 726,652
未納事業税 159,656
少額資産償却超過額 172,023
貸倒引当金繰入超過額 239,237
その他 203,632
繰延税金資産小計 5,215,658
評価性引当額 △ 971,017
繰延税金資産合計 4,244,641

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き算出しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　　別　　注　　記　　表

2022年 1月 1日から
2022年12月31日まで

　その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま
す。

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。

　ただし、1998年４月1日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　供給設備　　13～22年



4．１株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 3,403 円 28銭 
（2） １株当たり当期純利益 59 円 22銭

5.当期純損益金額
当期純利益 4,737,348 円


